オウシュウ レンゴウ ト オウシュウ ヒョウギカイ ノ ゲンゴ キョウイク セイサク by 橋内 武 et al.
０. は じ め に
筆者は桃山学院大学より特別研修 (2009年度, 海外・６カ月) の機会を
得て, ヨーロッパ (主にマルタ) に滞在し, その言語 (教育) 政策につい
て, つぶさに観察することができた1)｡ 小論ではヨーロッパにおける言語
(教育) 政策の動向を述べて, その研修成果の一部の報告とする｡ ヨーロ
ッパというと地理的にはユーラシア大陸西方の広い地域を指すかと思われ
る｡ そこで, ここでは ｢欧州連合 (The European Union, 略して EU)｣














ンブルグ・オランダの６カ国が参加した｡ その後, 1957年には ｢欧州経済
共同体 (European Economic Community, 略して EEC)｣, 1965年には
｢欧州共同体 (European Community, 略して EC)｣, また1993年には ｢欧








ーツ (Graz) にその第２本部とも言うべき ｢欧州現代語センター (The
European Centre for Modern Languages), 略称 ECML｣ が開設され, 現在
33カ国が加わっている｡ 二つの本部のうち, ストラズブールには言語 (教
育) 政策部局が置かれる一方で, グラーツには外国語教育を中心とした現




策は EU法のもとに法的拘束力をもって実施される｡ それに対して, 欧州








２. 欧州連合 (EU) の言語政策 多言語主義
① 多様性の中の統合
EU基本権憲章 (2000) の22条によれば, ｢EUは, 文化的・宗教的・言
語的な多様性を尊重する｣ という｡ つまり, ｢多様性の中の統合｣ を図ろ
うとするからである｡
② 公用語 (official languages)
1958年には EEC加盟国６カ国・公用語４言語であった｡ それが, 第５
次拡大を経た2010年には27カ国・23言語を数える｡ 東方へのさらなる拡大
によって今後増える可能性がある｡ 要するに, 加盟国が増加する度に公用
語が増えてきた｡ 例えば, 2004年にはマルタ (40万人) のマルタ語が加わ
った｡ アイルランド語 (話者数７万人) は, 1973年から条約語であったが,
2007年から公用語に格上げされた｡ 但し, 欧州委員会 (European
Commission) の翻訳部局によれば, マルタ語課は2008年までに EUの公
的文書をすべて翻訳し終えて, 2009年からは他の言語同様の翻訳業務をこ
なすことができるようになったけれども, アイルランド語課は翻訳官の数




連合 (UN) では６言語｡ 東南アジア諸国連合 (ASEAN)・南アジア地域
協力連合 (SAARC) では英語のみ, 湾岸協力会議 (GCC) ではアラビア
語のみである｡
③ 併用公用語 (co-official languages)
公用語とともに併用されることが認められている国内の地域語のことを










言語系統が全く異なる公用語 (例えば, マルタ語とフィンランド語) な
どの間では, 基軸言語 (pivot languages) である英語, フランス語, ドイ
ツ語のいずれかを介して通訳・翻訳が行われる｡
⑥ 異言語教育政策
欧州連合 (EU) は欧州評議会 (The Council of Europe) と連携してき
て, ヨーロッパ言語共通参照枠 (CEFR) の考え方を援用している｡ 従っ
て, 母語＋２言語を異言語教育の目標とする｡ 具体的には, リングア
(Lingua) 計画, 生涯学習計画の下位計画 (コメニウス, エラスムス, レ
オナルド・ダ・ヴィンチなど) が実行されている｡ 対象とする学習者は異
なるものの, いずれも EUの外国語 (言語) 教育推進プログラムである｡
外国語・地域語を用いて内容科目を学習するバイリンガル教育
(Content and Language Integrated Learning, 略して CLIT) も推進されて
いる｡ これは２言語での諸概念の操作能力を育成することが目的であり,
評価は言語運用力よりも教科内容の理解に重点が置かれる｡
欧州委員会白書 (1995) ｢知識基盤社会における教育と学習｣ の中で提
唱された欧州言語教育顕彰制度 (The European Language Label) という
｢優れた言語 (外国語) 教育実践を表彰する制度｣ がある｡ これは, 複数
外国語教育の推進や優れた言語教育方法の開発・実践を表彰するものであ




地域言語または少数言語のための欧州憲章 (European Charter for
Regional or Minority Languages, ECRML, 1992) が少数言語政策の要をな





担執筆した 『EU情報事典』 (pf. 287) と筆者の EU諸機関本部への訪問で
得た情報をもとに要説しておこう｡
① European Commission (｢欧州委員会｣)
｢欧州委員会｣ の訳語は誤解のもとである｡ 実態は委員会ではなく欧州
政府または欧州行政府である｡ 主な仕事は European Councilと European
Parliamentに法案を提出することである｡ また, 加盟国が EUの法・基準
を的確に遵守しているか否かを監視する機能もある｡
実務言語は, 英語・フランス語・ドイツ語の３言語である｡
機関内部にさまざまな部局 (DG) がある｡ 多言語政策を具現化した部
局には, DGT (翻訳局, 個別言語毎に課), DGI (通訳局), DGML (多言
語政策局) がある｡ DGTの本部はブリュッセルとルクセンブルグにある｡
マルタ語の場合, 大方の翻訳はルクセンブルグで行われる一方, ブリュッ
セルでは, ICTによる市民向け EU情報が翻訳され, 発信されている｡ 英
語課の場合には, 他の EU公用語から英語への翻訳実務に加えて, 英語の
非母語話者による文章の校閲という仕事が加わる｡ (この段落の情報は,
研修中の2009年秋に現地の DGTを訪問して確認した｡)







③ European Court of Justice (欧州司法裁判所)
欧州司法裁判所の実務言語はフランス語である｡ 翻訳官を含め職員は全
て法律家としての資格を有する｡ 毎年度の 『判例集』 と 『年報』, 及び各
国市民向けリーフレットは, 各公用語別に発行されている｡ マルタ語版も
ある｡ (この点は, 研修中の2009年秋に訪問して確認した｡)
④ Office for Harmonization in the Internal Market (欧州商標庁)
この機関の実務言語は, 英語・フランス語・ドイツ語・スペイン語・イ
タリア語の５言語である｡






る｡ そのため, 多言語主義との乖離が問題視される｡ 理想は多言語主
義だが, 現実は英語偏重であるという矛盾が露呈している｡
② さまざまな EU公用語の間での言語人口の格差がある｡ 例えば, マル
タのマルタ語はわずか約40万人の話者, アイルランドのアイルランド
語はたったの７万人の話者しかいないにもかかわらず, 公用語の地位







(pf. 289) はつぎの５つに分類している｡ 公用語に加えて, 併用公用語を
認めている国々があることに注目したい｡ 国名のあとに加えた言語名また
は言語圏は筆者 (橋内) による追記であり, ＊印以下は筆者による注釈で
ある｡
① 単一公用語の場合






オーストリア, チェコ, ドイツ, ハンガリー, ポルトガル, ルーマニア,
スロバキア, スロベニア, スウェーデン, 連合王国 (イギリス)* がこれ
に当る｡
＊連合王国全体としては, 英語が公用語であるが, カムリー語はウェールズ独





ガリシア語・バスク語), デンマーク (デンマーク語＋ドイツ語), オラン





るドイツ語の地位については, 渋谷 (2005：321350) の第８章イタリアが
詳しいが, EUの併用公用語には触れていない｡
④ 言語連邦
ベルギーが唯一の例である｡ オランダ語圏 (フランデレン地域), フランス
語圏 (ワロン地域), オランダ語・フランス語併用語圏 (ブリュッセル首都




ルコ語)*, フィンランド (フィンランド語とスウェーデン語), アイルラン
ド (アイルランド語と英語), ルクセンブルグ (ルクセンブルグ語・ドイツ
語・フランス語), マルタ (マルタ語と英語) がこれに該当する｡ ＊事実上
キプロスは1974年以来分断国家であるため, 南側のキプロス共和国ではギリ





欧州評議会の言語教育政策として, 第１に記憶されるべきは, J A van
Ek (1975) による敷居レベル論 (Threshold Level) である｡ これは外国語
の基礎的運用能力を主に言語機能の観点から提示したものである｡ この考




・アプローチ (Communicative Approach / Communicative Language Teach-





第２に登場したのが, 『ヨーロッパ言語共通参照枠』 (CEFR) である｡
これは21世紀初頭に発表され, それが欧州各国のみならず, 世界の国々の
外国語教育に大きな波紋を投げかけている｡ Council for Cultural Co-
operation Education Committee Modern Language Division (2001) とその
邦訳, 吉島茂・大橋理枝ほか (2004, 2008２) が基本文献である｡
CEFRの言語観には, 個々の市民が欧州の多様な国々の国境を越えて,
旅行したり, 留学したり, 就職して生活していくために言語があるという
考え方であり, そこには複言語主義 (plurilingualism) と複文化主義
(pluriculturalism) の立場が認められる｡ 生涯を通して, 人々はさまざま
な言語を学び, 身に付け, 使い, ときに忘れ, ときに再学習しながら生き
ていくという事実を踏まえて ｢複言語主義｣ と呼んでいるのである｡ それ
は同時に多様な文化に対応しながら個人が自ら切り拓いていく ｢複文化主
義｣ の実践でもある｡ ゆえに, 個人の複言語主義・複文化主義は, 国家・
社会のレベルにおける多言語主義 (multilingualism) と多文化主義 (multi-
culturalism) という政策とは区別される｡
この中では, 能力記述文 (Can-do statements : A1・A2・B1・B2・C1・
C2) による運用能力レベルの明示が特に際だっている｡ このうち, A1 と
A2 は A (基礎段階の言語使用者), B1 と B2 は B (自立した言語使用者),





























































































































































































pf. 28) の欧州言語共通参照枠・自己評価表から A1～B2 を抜粋して転載す
る｡ 但し, 杉谷による邦訳 (2009) を一部採用し, 橋内による若干の修正
も加えた｡
この能力記述文は, その後 EQUALS (Brian North 代表) によって
EQUALS Descriptor Banks (2008) という改訂増補版が制作されているが,
C1 と C2 をより詳細に記述した点が新たな特色である｡
表１の自己評価表は, さまざまな外国語の教材開発やテスト・評価にも
影響を与え始めている｡ 例えば, 日本語教育においては国際交流基金によ
って 『JF日本語教育スタンダード (試行版)』 (2009) と 『JF日本語教育
スタンダード』 (2010) が制作され, この枠組による日本語テスト開発が
進んでいる｡
日本の大学外国語教育においては, A1～A2 レベルに相当する基礎段階
の言語使用者が一番多いため, この 『参照枠』 を参考にして, 到達レベル
をより細かく下位区分する試み (例えば, A11, A12, A13, A14 の４
段階, A21, A22 の２段階 国士館大学) が行われている｡
CEFRとの関連でさらに知るべきは, 欧州言語ポートフォリオ (ELP)


























・Europe Language Portfolio : Adult Version, CILT, National Centre for
Languages.
・Europe Langauge Portfolio : Junior Version, CILT, National Centre for
Languages.
前者は成人版, 後者は児童版である｡ そのフォーマットは, 言語パスポー
ト (Language Passport)・言語学習の履歴 (Language Biography)・学習成
果記録集 (Dossier) の３部構成であり, 本人自身で書き込むようになっ
ている｡ ヨーロッパ域内における移動 (旅行・労働・留学・交流) を念頭
において, 個人の言語運用能力を示すために作られたものである｡
なお, ELPとの関係で ｢語学教育実習生のための欧州ポートフォリオ｣
(EPOSTIL) を知っておくべきであろう｡ これは ｢言語を教えるために必
要な言語教育の専門的知識と教授スキルを省察できるようにするための教
員養成課程の学生たちに向けて作られた文書｣ (David Newby) であり,
個人履歴・自己評価 Can-do項目・個人資料の３つの部分からなる｡
上述の CEFRは日本の外国語教育にも影響を与えてきている｡ この点
では, 小池科研プロジェクト (2008), 『英語展望』 116号 (特集・世界標
準の英語教育を考える) とその117号 (特集・CEFRと日本の英語教育),
2010年８月20日の英独仏合同シンポジウム ｢CEFRの日本への文脈化を考












⑥ CEFR に基づく市販教材の編集・出版｡ 例えば, 藤原三枝子ほか
(2010)｡
このような CEFRへの熱い眼差しに対して, 西山 (2009, 2010) はや





次に, 最近の動向 (The Council of Europe Language Policy Divisionに
よる提案) を挙げておこう｡ その一つの流れは, 異文化対応能力 (Inter-
cultural Competence) の強化・増進を図ることにある｡ この点, Byram et
al. (2009) などを参照｡
第二の動向はヨーロッパ教育空間 ｢プラットフォーム｣ の構築であり,
｢複言語主義と異文化教育のための資源と参照の基本方針｣ (A Platform of
resources and references for plurilingualism and intercultural education)
(2009) に立脚する｡ ここでは, ｢教育における言語・教育のための言語｣
(Languages in Education, Languages for Education) という壮大な標語が掲
げられる｡ すべての教育は言語に基づくという考え方 である｡ それゆえ,
その言語には母語と外国語, 現代語と古典語, 少数言語と移民言語のすべ
てが射程に入る｡ この指針の内容は次の３点に要約される｡
① 言語 (現代語・古典語を含む) は認知発達の要であり, 教育の核心に
関わる｡






欧州評議会言語政策部局による ｢プラットフオーム｣ は, まだ提言の骨子
が出たばかりであるが, 次なる展開への出発点として注目される｡




カギである｡ 具体的には, EU諸機関における多言語通訳・翻訳, ｢欧州
言語共通参照枠 (CEFR)｣, ｢欧州言語ポートフォリオ (ELP)｣, ｢外国語
・地域語を用いた内容科目の教育 (CLIT)｣ などが注目される｡このよう













注1) マルタ滞在中 (2009年９月１日～2010年１月31日) には, マルタ大学や
EU 欧州委員会翻訳部局マルタ事務所や無原罪の聖母学園 (Our Lady Im-
maculate School) などを訪問し, EUの言語政策 (特に言語教育と EU公用
語の翻訳) に関する情報を得ることができた｡ また, その間にベルリン自由
大学でのヨーロッパ日本語教育シンポジウム, ブレーメン大学での第２回国
際マルタ語学会, ストラスブールでの欧州評議会言語政策部局研究プロジェ
クト (座長・Michael Byram) の会合, グラーツの欧州評議会現代語センタ





ーニャ語の地位についての情報を得た｡ そして, ロンドンでは CILT
(Centre for Information of Languages and Teaching) で丸１日過ごし, その




国のみならず, 北キプロス (または北キプロス・トルコ共和国) をも踏査し
て, 分断国家における私立校・公立校の教育格差の問題を目の当りに知るこ
とができた｡ 最後の点については橋内 (印刷中) を参照｡ なお, マルタの言
語教育政策に関しては, 橋内 (2010) がある｡
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The Language Policies of the European Union
and the Council of Europe
Takeshi HASHIUCHI
This paper seeks to elucidate the recent language policies of the European
Union and the Council of Europe.
The European Union was founded upon the reconciliation between West
Germany and France after World War II, while the Council of Europe has also
been searching for world peace with human rights and good communication
between nations. With its six member states, the European Economic
Community recognized four official languages. As it developed with additional
member states, the European Community, later renamed European Union, in-
creased its official languages. The European Union now maintains its multi-
lingual policy : it consists of 27 member states with 23 official languages.
Some states have regional, co-official languages recognized by the European
Commission.
Both translation and interpretation are big official business in EU institu-
tions such as the European Commission, the European Council, the European
Parliament, and the European Court of Justice. Moreover, the EU supports
multilingualism in education, cultural exchange, and labor migration. Its lan-
guage education policy has been influenced by the proposals made by the
Council of Europe.
The Council of Europe has developed its language education policy in three
stages :
(1) The Threshold Level provided a functional basis for language learning. It




(2) With its can-do statements, the Common European Framework for
Reference of Languages is a new model for describing and scaling lan-
guage use and the different kinds of knowledge and skills required.
(3) The most recent development is the emphasis on intercultural citizen-
ship and the proposal of a new paradigm named Platform: all education
and human development must be based on language.
In short, the European Union is a multilingual supranational agency, which
now encourages intercultural citizenship and a command of both “pluri-
lingualism” and “pluriculturalism”－terms recently coined by the Council of
Europe’s Language Policy Division.
